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平成２７年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）（国際共同研究 
加速基金（国際共同研究強化））の経費の執行等に係る留意事項について 

 
 
平成２８年１月２９日付け学振助一第６５１号で交付内定した「国際共同研究加速基金（国際共同研

究強化）」の経費の執行等について留意事項を以下のとおりお知らせいたします。 
なお、当該研究課題の運用については、「科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金「国

際共同研究加速基金（国際共同研究強化）」の使用について各研究機関が行うべき事務等」をご確認願い

ます。また、本事務連絡は、平成２８年４月１３日現在の情報に基づき、研究代表者の所属する研究機

関宛にお送りしておりますので、それ以降に研究代表者の異動があった場合には、本事務連絡を異動後

の研究機関に送付してください。 
 
 
記 

 
１：直接経費について 

「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）」の経費の執行にあたっては、これまでの科研費と同

様に貴機関の会計規定等に従って適正に取り扱ってください。特に留意していただきたい点については

以下のとおりですので、当該研究代表者へ周知願います。 

 

【契約等の開始】 

  研究代表者が所属する研究機関による交付申請書の提出日以降に研究を開始し、必要な契約等を

行って差し支えありません。必要な経費は、助成金受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて

助成金受領後に精算してください。   
 
【基課題との区別】 

当該研究課題と基課題等、他の科研費による研究課題は別の補助事業となりますので、経費の執

行にあたっては、それぞれの経費を区分するとともに合算して使用することのないよう留意してく

ださい。 
当該研究課題の直接経費から、基課題等、他の科研費による研究課題に係る経費は支出できませ

んので、特に国内で使用する経費については、どの課題の遂行に必要な経費であるのかをご確認の

上、支出してください。 
 

【代替要員確保のための経費】 

研究代表者と所属研究機関との間で十分調整した上で支出してください。 
なお、代替要員確保のための経費とは、「研究代表者が本来研究機関の職務として行うべき業務を

代替する者を確保するための経費」を指します。（人件費・謝金が主たる経費となります。） 



 

  例えば、以下のような経費が支出可能です。 
  ・研究代表者が担当する講義等の非常勤講師等に係る給与 
  ・研究代表者が担当する講義等の非常勤講師を招聘するための謝金・旅費 

・研究代表者不在時の教育研究を他の教員が負担することにより生じる業務負担を支援する TA や 
RA、非常勤事務職員等の経費 等 

 
  また、例えば、以下のような経費は支出できません。 
  ・代替要員が研究代表者の代替で行う講義の準備等で使用するパソコン、机、イス等の経費 
  ・代替要員が研究代表者の代替で行う講義で使用する教材、消耗品等の経費 
  ・代替要員が入試業務や広報活動等、他の用務で出張する際の旅費 
  ・代替要員が研究協力者として基課題に参画する場合の当該代替要員（研究協力者）に支払う謝

金 等 
 

２：間接経費について  
「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）」においては、補助事業期間全体の直接経費と間接経

費の全額を一括送金します。間接経費については、年度にとらわれずに、機関の執行計画に沿って執

行していただいて構いませんが、補助事業期間内に当該研究代表者が異動する場合、原則として、直

接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費を異動先の機関へ送金する必要がありますので、ご留

意ください。ただし、異動前の機関において間接経費の執行計画が適正に定まっている場合等は、異

動先の機関へ送金しないことができます。 
 
３：呼称について 

「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）」においては、一定期間海外の大学や研究機関に滞在

し、国際共同研究を実施することから、事前に渡航先との交渉等が必要となります。この際、呼称を

付与することによって、渡航費や研究費等が本会からの事業で支援されることが明確になり、交渉等

も円滑に進むことが期待されるため、以下の呼称を付与することといたしました。当該研究代表者が、

必要に応じて活用できるよう、周知願います。 

 

【日本語呼称】 

国際共同研究加速基金研究者 

 

【英語呼称】 

JSPS Scientist for Joint International Research 
 

４：海外渡航時の安全確保ついて 

貴機関においては、当該研究代表者が海外に滞在する際には、外務省が発出する渡航情報等及び報

道等により最新の治安・テロ情勢等の関連情報を入手し周知するなど、安全確保に十分ご配慮いただ

き、万が一、渡航先でテロ事件や不測の事態に巻き込まれる等の問題が発生した場合には本件連絡先

までご連絡願います。 

 

【参考：外務省 海外安全ホームページ】 

ＵＲＬ：http://www.anzen.mofa.go.jp/index.html 

 

 

〔本件連絡先〕 

〒102-0083  東京都千代田区麹町５－３－１ 

独立行政法人日本学術振興会研究事業部研究助成企画課 

ＴＥＬ 03-3263-4927 

ＦＡＸ 03-3263-9005 


